
地方創生における本県の状況等

１ 本県の地方創生の考え方

① 地方創生に取り組むに当たっては，本県の実情に沿った実効性を伴う
施策の展開を図ることが重要であると考えており，本県の成長・発展に
つながる具体的なプロジェクトの掘り起こしが何よりも重要である。

② 県民一人ひとりが生涯安心して働き，安定した生活を送ることができ
るよう，従来の少子化対策や産業振興対策など，地域経済の活性化のた
めの諸施策の充実を図るとともに，本県の基幹産業である農業をはじめ
とする第一次産業や観光産業などの重点的な振興を図る。

③ 本県の資源や地理的優位性など強みを生かしながら，具体的なプロジ
ェクトの積極的な推進に努める必要がある。

２ 本県の取組状況

① 地方創生プロジェクトチームの設置
（目的）
人口急減・超高齢化の課題は，国と地方が連携・協力して対応する
必要があり，鹿児島県においても，地方創生の実現に向けた取組を実
施するにあたり，各施策の予算化をはじめ，地方版総合戦略等を策定
するための組織の設置等を検討する。

・地方創生に係る予算編成作業等を円滑に行うため，副知事を座長に，
関係部局の実務的なメンバーによる「地方創生プロジェクトチーム」
を１月に設置。

② 地方創生推進本部の設置
（目的）
人口急減・超高齢化の課題は，国と地方が連携・協力して対応する
必要があり，鹿児島県においても，地方創生の実現に向けた取組を実
施するにあたり，本県の成長・発展につながる具体的なプロジェクト
の掘り起こしとともに，鹿児島県版の総合戦略を策定する。

・１月に立ち上げたプロジェクトチームを全庁的な体制に拡充するとと
もに，農業や観光部門について体制を強化し，４月に「地方創生推進
本部」を設置。
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・「地方創生推進本部」は，副知事を本部長として本庁の実務的なメン
バーにより構成。

③ 地方創生有識者懇話会の設置
・本県の地方創生への取組などについて，地域の産業や経済等に知見を
有する専門家などの外部有識者から助言を得るため，８月に「地方創
生有識者懇話会」を鹿児島地区及び東京地区に設置。

・鹿児島地区は委員26人，東京地区は委員７人で構成。

④ 総合戦略の策定
平成２７年度中に鹿児島県版総合戦略を策定し，市町村とも連携を図
りながら，本県の将来を見据えた実効性の伴う施策に取り組むこととし
ている。

⑤ 市町村との連携
・地方版総合戦略の策定など地方創生に係る市町村の主体的な取組を支
援するため，本年４月に３名の専任職員を配置し，市町村における総
合戦略の策定等について，市町村からの相談に対応するとともに，各
地域振興局・支庁ごとに，管内市町村との意見交換会を開催し，必要
な助言等を行っている。

・国の人材支援制度として，国家公務員や大学研究者等を，人口５万人
以下の市町村に派遣（長島町と南さつま市の２団体）

３ 県予算における取組

地方創生の実現に向けた取り組みについては，地方の責任の下で，自主
性・主体性が発揮できる真に実効性を伴った施策が展開されることが望ま
しいと考えており，本県においても地方創生に係る取組を行うべく予算編
成を行ったところである。

【平成26年度補正予算及び平成27年度当初予算（地方創生関連）】
事業数 予算額

２６年度３月補正予算 64事業 4,129百万円
地域消費喚起・生活支援型 4事業 2,188百万円
地方創生先行型 60事業 1,941百万円

２７年度当初予算 203事業 21,366百万円
計 267事業 25,495百万円
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